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行政手続法第131条第1項では、公法上の請求権の期

限は、請求者が人民である場合、法律に別段の規定

がある場合を除き10年と規定しています。財政部はす

でに次々と減税又は税還付の申請期間を5年から10

年に延長しており、今年(2025)1月13日に租税協定の

適用申請期限を納税から10年に改正することを予告し

ました。但し、所得税協定に別段の規定がある場合は

その規定に従う必要があります。

直近の申請期限の延長に関する規定のまとめは以下

の通りです。

租税協定適用期限の10年への延長予告

適用状況 法令 発効日

他方の協定締結国の居住者による所得税協

定の適用申請
所得税協定適用監査準則第34条

2025年1月13日に60日

間の意見聴取期間を発

表した。発効日は未定。

中華民国国内に固定営業場所及び営業代理

人を有しない外国営利事業者による収益に

関する原価・費用の控除の申請

所得税法第８条における中華民国源

泉所得の認定原則第15点
2023年10月13日

外国営利事業者によるクロスボーダー電子

役務の台湾内事業者への販売に対し、査定

済の純利益率及び国内利益貢献度により計

算した源泉税額による、過大納付源泉税の還

付申請

 外国営利事業者のクロスボー

ダー電子役務販売に係る所得税

徴収規定

 外国営利事業者のクロスボー

ダー電子役務販売に係る所得税

徴収作業要点第10点

2023年10月13日

国外に本社を置く営利事業者による台湾内で

の国際運送、建設工事の請負、技術サービ

スの提供又は機器設備のリース等の業務提

供に対し、台湾内営業収益の10％又は15％

を台湾営利事業所得とする申請による過大

納付源泉税の還付申請

外国営利事業による所得税法第25条

規定に基づく所得額計算の適用申請

案件の審査原則

2023年5月29日

納税義務者の法令適用、事実認定、計算又

はその他の誤りによる過大納付税金の税還

付申請

税金徴収法第28条 2021年12月19日
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